
厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業） 

「持続可能性と科学的根拠に基づく保健関連ポストミレニアム開発目標の指標決定のプロセス分析と 

評価枠組みに関する研究」  

平成２９年度 分担研究報告書 

SDGsにおけるタバコ対策 

研究分担者  欅田 尚樹  国立保健医療科学院 生活環境研究部 部長 

A．研究目的 

2000 年 9月，開発分野における国際社会共通

の目標であるミレニアム開発目標（MDGs：

Millennium Development Goals）が採択され，

極度の貧困や飢餓の解消等，2015年までに達成 

すべき目標が掲げられた。MDGsは一定の成果を 

達成できたものの，教育や母子保健に関する課

題が多いことや，サブサハラ以南アフリカや南

研究要旨 

2015 年，国連では，「ミレニアム開発目標」（MDGs）に代わり，新たな目標「持続可能

な開発目標」（SDGs：Sustainable Development Goals）が採択された。SDGs の中でも特に

目標 3の健康に関しては，その主なリスク因子ともなる喫煙に関する具体的指標が設けら

れている。SDGsの目標達成のために各国におけるたばこの規制に関する世界保健機関枠組

条約（FCTC）への取り組みを強力に推進していく必要がある。そこで，各国のタバコ対策

に関する取り組みや達成状況などについて，文献ベースにより検討を行った。 

国際結核・肺疾患予防連合(The UNION; The International Union Against Tuberculosis 

and Lung Disease)は，SDGs に関連して各国のタバコ対策のプログラムを評価し，持続可

能なものとするためにタバコ対策持続可能性指数；The Index of Tobacco Control 

Sustainability (ITCS)を発表している。ITCSは 31の指標で構成され，130点中 100 点以

上で「持続可能」，70-99点で「向上中」，69点以下を「持続可能性が低い」と，スコアが

高ければ高いほど持続可能なタバコ対策のプログラムを有することを示している。2016 年

８月時点で 10の高所得国，14の低中所得国の 24ヶ国について評価の結果が公表されてい

る。2 ヶ国が「持続可能」と高い評価がされ，日本は 24 ヶ国中 21 位の 45 点,「持続可能

性が低い」と評価されている。 

一方，世界銀行からは，SDGs の推進に関連して「タバコ税の改革」に関した報告書が

出されている。タバコの増税は，FCTCでも第６条に規定され，タバコ対策の中でも最も効

果的なものとして示されている。本報告書では，強力で人道的な開発と貧困削減の方策と

して，貧困を減少させ，併せて開発投資のための公的資金を増大させる手段としてタバコ

税増税は極めて有効であるが，特に低中所得国において十分に活用されていないことが記

されている。低中所得国においては，タバコは貧困と格差の根源であり，様々なステーク

ホルダーが団結して，人の命を救うタバコ税制改革を最速にできる限り多くの人々に届く

ように実施していく必要がある。
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アジア等で達成に遅れが出ていたことなどの課

題が指摘されていた。また同時に，グローバル

化が進展する中で，国内格差や持続可能な開発

の必要性が特に環境分野で主張され始めたこと

もあり，これらは 2015年以降の新たな開発課題

としてクローズアップされるようになった。

2015年，国連では，MDGsに代わり，新たな目標

「持続可能な開発目標」（SDGs：Sustainable

Development Goals1）が採択され，2015 年 9 月

25日，国連総会で「我々の世界を変革する：持

続可能な開発のための 2030アジェンダ」にまと

められた。

SDGs の中でも特に目標 3では，健康に関して

「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活

を確保し，福祉を促進する」ことが掲げられて

おり，その実施すべき具体的指標として，喫煙

に関する「すべての国々において，たばこの規

制に関する世界保健機関枠組条約（FCTC）の実

施を適宜強化する」（目標 3.a）ことが提示され

ている 1, 2）。タバコの増税や公共の場での禁煙，

画像警告表示及びタバコ広告の使用禁止，タバ

コ製品の不正取引の規制，タバコ葉を取り扱う

農家への転作の推進等の実施が提唱されており，

こうした FCTC に基づくタバコ対策については，

各国での実施に関する評価について，現在，FCTC

MPOWER政策において実施されているところであ

る 3)。そこで本研究では，NCDs 対策を初めとす

る各国のタバコ対策に関して，その取り組み及

び達成状況などについて，文献ベースにより検

討を行った。

B．研究方法 

国際結核・肺疾患予防連合(The UNION; The 

International Union Against Tuberculosis and 

Lung Disease)は，SDGs に関連して各国のタバ

コ対策のプログラムを評価し，持続可能なもの

とするためにタバコ対策持続可能性指数；The

Index of Tobacco Control Sustainability

(ITCS)を発表している。

ITCSは，The UNIONの Jackson-Morris & Latif

により開発された 4, 5）。ITCSは，効果的で持続

可能なタバコ対策を将来に渡って提供するため

に各国の能力に重要な影響を与える 31 の指標

から構成されている。それらは，「Structures;

体制」，「Policies;政策」，「Resources;資源」に

関連する指標からなる。各指標について程度は

関係なく，対策の有無により，有していれば後

述する結果の表に示す各指標に設けられている

加重係数( Weighted Score)が加算され，合計ス

コアが高ければ高いほど，持続可能なタバコ対

策プログラムを有すると評価される。

ITCS によるタバコ対策の持続可能性の判定

は，合計スコアが 100 点以上で，かつ第１項の

WHO FCTC MPOWER 政策６項目のうち４項目以上

を法律に基づいて実施している場合に，

「Sustainable;持続可能」と評価される。70-99

点をタバコの使用を効果的に削減するレベルで

機能している「Progressing;向上中」と評価さ

れる。この場合は，当初は，低レベルで設定さ

れた政策は，タバコの消費を削減するために強

化しなければならず，タバコ対策のための配分

予算も維持することが求められる。さらに，69

点以下は「Low;低い」と評価され，タバコ対策

のためのさらなる努力が求められる。 

さらに世界開発銀行グループグローバルタ

バコ規制プログラムのチームがまとめた，「タバ

コ税の改革」について検討した 6）。

倫理面への配慮 

文献的レビューであり該当なし。 

C．研究結果 

C.1 The UNIONの ITCS評価結果

2016 年 8 月時点でタバコ消費量の大きい 24

ヶ国（10の高所得国，14 の低中所得国）につい

て評価の結果が公表されている。成人男性喫煙

者数の多い国から順に一覧にした評価結果を表

に示している。タイとイランの 2 ヶ国が 100 点

以上で「持続可能」と高い評価がされ，10ヶ国

が「向上中」，うち１ヶ国はベトナムで評価点は

103点と 100点以上の高い点であったが，MPOWER

が必須評価に達していないため「向上中」の評

価となっている。12ヶ国が 69点以下の「（持続

可能性が）低い」と評価され，日本は 24ヶ国中

21 位の 45 点，「（持続可能性が）低い」と評価

されている 5）。 
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C.2世界開発銀行グループ「タバコ税の改革」

タバコは貧困と格差を生む元凶と言われる。

喫煙は直接死亡の増大に加えて，経済的損害を

増大させるだけでなく，低所得の家族および中

低所得の途上国に貧困と経済的負担を強い，国

家間および国内での不平等，格差を拡大してい

る。この経済的負担は，経済的余裕が最も無い

人々や国に重くのしかかってくる。世界の喫煙

者の 80％以上が低中所得国に暮らしている。 

世界中の喫煙による経済的損害の合計額は年

間１兆 3000億米ドル以上と推定されている。貧

困を減少させ，国の発展のための国内融資リソ

ースを増大させることができる政策がタバコ税

の増税である。喫煙率が低下し，人々の健康が

向上した場合でも，高いタバコ税は税収を大幅

に増大させることができる。全ての開発途上国

で，タバコ税率を１箱あたり 0.25米ドル相当引

き上げると，低中所得国のタバコ消費による国

家収入は 410 億米ドルになると試算され，開発

のためのさらなるリソースを増加させることが

できる。 

タバコ税増税は，人々の命を救い，貧困を減

少させるといった，公衆衛生の向上と，あわせ

て開発投資のためのリソースを増大させる，両

方に有用である 6）。しかしながらその実施は，

世界中でまだまだ低いのが実情である。 

D.結論

世界保健機関 WHOのまとめでは，毎年 600万

人以上の喫煙者が死亡し，受動喫煙による影響

を含めると 700 万人以上がタバコにより死亡し

ている。11 億人の喫煙者の約 80％が中・低所得

国で生活している。WHOでは， FCTCに基づき実

効的な政策パッケージMPOWERプロジェクトによ

りタバコ対策を推進している 3）。 

最も効果的なタバコ規制政策は，FCTC 6条に

基づくタバコ税増税 6），および FCTC 5.3条に基

づく公衆衛生政策へのタバコ産業の干渉を防ぐ

ことであるが，これらの達成が遅れていること

がわかる。 

ITCS の評価において，「Sustainable;持続可

能」と評価された２ヶ国；タイとイラン，およ

び高得点を示したベトナムは，いずれも低中所

得国である。このことは，経済的資源が，タバ

コ対策を実施し進めていく上で唯一無二，ある

いは必須要件ということでは無いことを示して

いる。

ITCS は WHO FCTC によるタバコ対策をサポー

トし推進していくための補完的なツールと言え

る。ITCS による包括的な評価により，各国はタ

バコ対策の強化と維持推進に必要な情報を入手

することができる。重要な点として，ITCS は，

各国のタバコ対策の強い点を拾い出すだけでな

く，基盤間のギャップを特定することや，対策

の優先順位付けすることができる。また，評価

はその時点でのスナップショット的なものであ

り，持続可能性への進捗状況を追跡するための

ツールと言える。

WHO FCTC第 5.3条は，タバコ規制に関する公

衆衛生政策をタバコ産業の商業上及び他の既存

の利益からから保護することを要求している。

基盤間の実施状況のギャップとしては，第 1 回

の２４ヶ国評価において，FCTC 第 5.3 条に関し

保健省だけでなく，教育，貿易，産業，環境，

農業など様々な省庁が理解し遵守しているかと

いう点は，全ての国が未達成で，各国に共通す

る基盤の弱い点として明示された。これらの結

果は，それぞれの国および各国の政府の施策を

支援する市民団体を支援するだけでなく，戦略

的に優先順付けを行い，計画を立てるのに役立

つと考えられる。 

タバコ対策は，SDGsにおいては目標３におい

て，FCTC 実施の強化が挙げられているが，そも

そもタバコ対策は，SDGs のその他全体の目標に

も関係すると考えられ，国連開発計画と FCTC条

約事務局は持続可能な発展の優先事項として，

タバコ規制の推進を協力してきている 7）。

各地域及び国での喫煙率及び喫煙対策の実

施状況は，各国の経済格差が大きく影響してい

るものと考えられる。実際に，喫煙に関して，

禁煙や地域・経済格差の問題に取り組んでいく

ことは全世界共通の課題とも考えられている。 

さらに低中所得の国々では，タバコ生産農家

において，Green tobacco sickness, グリーン

タバコ病が問題となっている。これは，タバコ

葉の収穫において素手で作業する中で，経皮的

67



にニコチンを吸収し，頭痛，吐き気，脈拍の変

化等様々な症状を引き起こす。問題なのは，こ

れら低中所得国においては，子供達がタバコ葉

収穫に駆り出され相当量のニコチンの曝露を受

けている。こういった環境で生産された葉タバ

コが先進国のタバコ産業に輸出されている。

Tabuchi T et al. 8）によると，日本国内にお

いても，若年者層の方が高齢者層に比べて学歴

の違いによる喫煙率の差に明確な違いが認めら

れ，男性では，中卒の喫煙率が最も高く 68.4％，

次に高卒で 55.9％，そして最も低い喫煙率であ

ったのが，大学院卒の 19.4％であった。女性に

おける近年の喫煙率に関しては，男性よりもさ

らに学歴による差が明確に現れ，最も高かった

中卒の喫煙率が 68.4％であったのに対して，大

学院卒では 4.8％であった。 

このような環境のもと，日本ではタバコ製品

規制が非常に弱い中，先進諸国において喫煙者

にタバコの有害性の認知が広がる中，各種の新

しい形態のタバコの流通が広がっている。その

代表である，加熱式タバコは，世界のテスト市

場として国内での販売が拡大され，喫煙者のシ

ェアの 10％を超える状況になっている。メーカ

ー側は，いずれも，燃焼に伴うタールが発生し

ないため紙巻きタバコに比べ有害化学物質を約

90％低減，匂いが少なく，周辺への影響が少な

いあるいは無いなどとし，喫煙継続を前提とし

たハームリダクションを主張している。WHOを始

め，各国の規制当局は加熱式タバコに対する検

討を進めている。WHOは，販売後の期間も短いた

め疫学的な健康影響は未だ評価できないが，継

続した評価が必要であると主張している。厚生

労働省も今後も研究や調査を継続していくこと

が必要としている。健康影響に関しては，加熱

式タバコによる禁煙効果，若者のタバコ使用を

誘導する（ゲートウエイ効果），あるいは，紙巻

きタバコとの併用（デュアルユース・二重使用）

の可能性，などについてもまだ結論は出ていな

い 9）。米国では FDA にタバコ製品規制に関する

強力な権限が与えられ「リスクが修飾（軽減）

されたタバコ製品： Modified Risk Tobacco 

Products（MRTPs）」の承認制度が設けられてい

る。IQOS についても申請が出されているが，本

年１月の諮問委員会においては，有害化学物質

の発生低減は認められるが，リスクが低減され

たタバコ製品としての主張は退けられた。 

各種新規タバコおよび関連商品の販売は，タ

バコ対策上の大きな懸念であり，FCTC に基づく

世界標準の幅広いタバコ対策の実施が求められ

る。  
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